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【要旨】

開発途上国における下水処理水の安全なかんがい利用に資するため、開発途上国で重症化の懸念があるノロウ

イルスを対象に、まず、開発途上国で使われている安定化池やエアレーティッドラグーンの下水処理方法による

除去率を測定した。次に、下水処理水のかんがい利用によって栽培されたレタス、玉ねぎ、穀類・芋類の喫食者

を対象とし、定量的微生物リスク評価の手法を用いて、一定の健康影響目標を達成するのに必要な除去率を計算

し、実際の除去率と比較した。本研究では、健康影響の指標として障害調整生存年数を用い、10-6人-1年-1を目標

とした。その結果、安定化池の処理水は、加熱調理用の穀類・芋類にはかんがい用水として利用可能であるが、

エアレーティッドラグーンの処理水は、適当でなかった。また、安定化池とエアレーティッドラグーンの処理水

は共に、生食用のレタスや玉ねぎのかんがいに使うのは適当ではなかった。
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1. はじめに

新興国を中心に、急速な経済成長により工場排水や生

活排水の河川、湖沼等への放流に伴い、著しい水質汚濁

とそれに伴う利水障害、生態系の破壊など深刻な影響が

生じている。また、昨今、人口増加による水資源の逼迫

に伴う高度な水の再利用、地球温暖化対策に配慮した下

水汚泥等を有効利用した省エネルギー対策が求められつ

つある。我が国では、こうした状況に対応しうる優れた

公害対策の経験や汚水処理、汚泥有効利用技術等を保有

しており、海外の多くの開発途上国から支援要請がある

ものの、開発途上国では気候風土、生活様式、経済状況、

水資源の逼迫状況等が異なっており、我が国における下

水道に関する考え方や技術がそのまま適用できない場合

がある。

本研究は、開発途上国の変化する社会的要請を踏まえ、

処理水の各種用途への再利用、下水汚泥等の副産物の有

効利用や水･汚泥処理の省エネルギー化などの水・汚泥処

理技術やそれらの適用方法の開発を目指すものである。

開発途上国では、やむを得ず下水や下水処理水等をか

んがいに利用する場合がある 1)。下水や下水処理水がか

んがい利用される場合には、農作物の喫食者に対し、病

原微生物による健康被害が生じる懸念がある。特に、ノ

ロウイルス(NoV)は、開発途上国で乳幼児 109 万人を入

院させ、21.8 万人を死亡させていると推測され、開発途

上国で重症化する傾向が報告 2)されており、注目すべき

病原微生物の一つと考えられる。しかし、開発途上国に

おける下水処理水中の病原微生物やかんがい利用時の健

康影響に関する情報は乏しく、開発途上国において導入

が見られる安定化池(Waste stabilization ponds, WSP)やエ

アレーティッドラグーン(Aerated lagoons, AL)での、NoV

濃度の測定事例は少ない。また、「下水の農業利用に関す

るWHOガイドライン」3)においても、ロタウイルス(RV)

などの病原微生物による健康影響について検討されたが、

NoVは対象となっていない 。 

平成26年度は、健康影響の指標として障害調整生存年

数(Disability-adjusted life year, DALY)を用い、NoVによる

健康影響軽減の観点から、WSPやALの処理水のかんが

いへの適切な利用方法を明らかにするため、まず、実際

のWSPやALのNoV除去率を求めた。次に、農作物の

喫食者を想定したシナリオについて、定量的微生物リス

ク評価(Quantitative microbial risk assessment, QMRA)の手

法を用いて、健康影響目標値以下を達成可能なNoV除去

率を示した。最後に、それらを比較し、下水処理水のか

んがいへの適切な利用方法を示した。 

2. WSP、ALにおけるNoVの除去率 

2. 1  調査方法 

下水処理におけるNoV濃度の除去に関する調査は、イン

ドネシア共和国の表1で示した下水処理場で1度ずつ行っ

た。流入水、処理水中のNoV genogroup1, 2 (G1, G2)濃度、

浮遊物質を測定し、NoVの除去率(R)と対数除去率(LR)を
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R= (Cin－Cout)/ Cin×100とLR＝－log10(Cout/Cin)により求めた。

ここで、CinとCoutは流入水と処理水中のNoV濃度である。

また、処理水をガラス繊維ろ紙(GF/B、Whatman)でろ過し

た試料のNoV濃度も測定した。NoV濃度は、既報4)に従い、

逆転写定量PCR法で測定した。浮遊物質は、下水試験方法

に従い、ガラス繊維ろ紙(GF/B、Whatman)で測定した。 

 

2.2  調査結果 

各下水処理場のNoV G1とG2濃度、除去率および浮遊物

質を表2に示す。WSPを採用したA処理場の除去率は、da 

Silva5)らによるフランスの事例と同等であり、ALを採用し

たB、C処理場の除去率より高かった。熟成池は、滞留時

間の大半を占め、太陽光の働き等で病原微生物を消毒する

役割が期待されており、フランスの事例5)でも熟成池にお

いてNoVの高い除去率が報告されている。本調査において

も、WSP中の熟成池が機能し、高い除去率を示したと考

えられる。ただし、逆転写定量PCR法では、不活化された

NoVも検出される場合があり、実際に感染価を有するNoV

の除去率は、本調査で測定された除去率よりも高い可能性

がある。 

各処理水をろ過した試料中のNoV濃度は、各処理水のろ

過していない試料中のNoV濃度の11.6%～32.0%であり、

大半は浮遊物質に付着していると考えられた。また、B処

理場の除去率は、同じくALを採用したC処理場の除去率よ

り、高かった。 C処理場は、流出した浮遊物質がB処理場

より多く、多くのNoVは、浮遊物質に付着したまま流出し

たものと考えられた。   

 

 

3. ノロウイルスの健康影響評価に基づく WSP および

AL処理水のかんがいへの適切な利用方法の検討 

3.1  方法 

WHOガイドライン3)に従う次の手順で、健康影響目標値

を耐容感染確率に換算した後、農作物（レタス、玉ねぎ、

穀類・芋類）の喫食者を想定したシナリオについて、

QMRA手法を用いて、換算耐容感染確率以下が達成され

るかんがい水のウイルス濃度と必要除去率を計算した。必

要除去率と前章で示された下水処理による実際に測定し

た除去率を比較して、WSPおよびAL処理水のかんがいへ

の適切な利用方法を示した。 

第一に、健康影響目標値を耐容感染確率に換算するため、

健康影響目標値を、NoV感染1件あたりのDALYで除して、

耐容感染確率を求めた。健康影響目標値は、WHO3)が使用

している10-6人-1年-1を用いた。 

NoV感染1件あたりのDALYは、処理水のかんがい利用

によって生育した農作物によるNoV発症1件あたりの

DALY(DB)に、飲料水質ガイドライン6)と同様に、感染者

あたりの発症確率(0.687))とNoVに対して感受性を持つ人

の割合(0.87))を乗じて算出した。DBは、開発途上国全体の

NoV発症によるDALYの合計の5%を年間発症件数で除し

て算出した。この5%は、WHOが用いているRV3)の値と同

等と仮定して用いた。ここで、開発途上国全体とは、米国、

カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、日本、イス

ラエル、欧州33国を除く全世界である。開発途上国全体の

NoV発症によるDALYは、乳幼児(5歳未満)の入院と死亡に

よるDALYとした。乳幼児の入院未満で軽症のDALYと成

人の全症状のDALYは、開発途上国全体のNoV発症による

DALYに占める割合は小さいと推測されることから、加味

処理場 処理名称 処理構成 計画流入量(m3/日) 流入量(m3/日) 平均滞留時間

A WSP 嫌気性池＋好気・嫌気池＋熟成池 約 80,000 約 40,000 約 20 日 

B AL 曝気池＋沈殿池 約 50,000 約 20,000 約 3 日 

C AL 曝気池＋沈殿池 約 20,000 約 10,000 約 2 日 

表1 対象処理場の処理方法、流入量と平均滞留時間 

処理場 

NoVG1 NoVG2 処理水中

の浮遊物

質(mg/L)

流入水 処理水 除去率

(%) 

対数除

去率(－)

流入水 処理水 除去率

(%) 

対数除

去率(－) (コピー/L) (コピー/L) (コピー/L) (コピー/L)

A 2.7×107 1.6×105 99.4 2.2 8.4×106 6.7×104 99.2 2.1 50 

B 1.4×107 1.5×106 88.9 1.0 2.1×106 2.1×105 89.8 1.0 10 

C 5.1×106 1.3×106 74.5 0.6 5.0×106 1.2×106 76.0 0.6 55 

表2 各下水処理場のNoV G1とG2濃度、除去率、対数除去率および浮遊物質
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しなかった。乳幼児の入院および死亡によるDALYは、文

献2)より、入院者数と死亡者数を109万人と21.8万人とし、

Havelaarの報告8)と同様に、入院者数と死亡者数に、重み(入

院；0.23、死亡；1)と影響期間(入院；1週間、死亡；損失

余命80年)をそれぞれ乗じて計算した。開発途上国全体で

発生する年間発症件数は、開発途上国人口50.8億人9)の

0.048件人-1である2.44億件とした。この開発途上国人口に

占める発症件数の割合は、先進国の値10)と同等と仮定した。 

第二に、下水処理水のかんがい利用により生育した3種

類の農作物（レタス、玉ねぎ、穀類・芋類）の喫食者を想

定したシナリオについて、QMRA手法を用いて、換算さ

れた耐容感染確率が達成されるかんがい水中のウイルス

濃度と必要な除去率を計算した。レタスと玉ねぎは、生食

を想定し、WHOガイドライン3)と同じ計算条件とした。穀

類・芋類は、加熱調理を想定し、処理水付着量10-15mL/100g、

喫食量700g/日、喫食頻度365日/年、農地での収穫時減少率

10-2から10-3まで、加熱調理による減少率10-6から10-7まで 3)

とした。1日あたり感染確率Pinf,dは、Teunisら11)の用量－反

応モデルに基づき、式(1)で計算した。 

Pinf,d ൌ 1 െ F1ሺߙ, ሺ1ߤ െ aሻ, ߙ  ;ߚ ሺെaሻ ሺ1 െ aሻ⁄ ሻ2 (1)

ここで、2F1は超幾何関数、μはNoVの摂取量、α＝0.04、β

＝0.055、a＝0.0001である。既報11)では、NoVの凝集の違

いを考慮したモデルを提示しているが、残留したNoVの摂

取時の凝集に関する判断材料が無いため、既報7)と同様に

凝集が無い状態を想定している。年間感染確率Pinf,yは、式

(2)によって計算した。 

Pinf,y ൌ 1 െ ൫1 െ Pinf,d൯
n
  (2)

ここで、nは年間の喫食頻度である。なお、この計算され

る確率には、家庭内での2次感染や他の経路(飲料水など)

からの感染は含まれていない。 

 

3.2  結果 

 NoVのDBは3.6×10-3年・件-1であり、健康影響目標

値 10-6人-1年-1は、耐容感染確率 5.1×10-4人-1年-1に換算

された。RVのDB3)と比較して、NoVのDBは低かった。

しかし、感染者あたりの発症確率と NoVに対して感受性

を持つ人の割合は高いため、最終的に、NoV の耐容感染

確率は、RVの耐容感染確率(7.7×10-4 人-1年-1)より、わず

かに低かった。 

 レタス、玉ねぎ、穀類・芋類へのかんがい利用で、耐容

感染確率 5.1×10-4人-1年-1を達成するNoV 濃度は、それ

ぞれ、9.7×10-1、3.7×101、2.8×105コピー/Lであった。

かんがい水のNoV濃度を、前章で測定した流入水のNoV 

G1とG2の濃度の合計の中央値の1.6×107コピー/Lと仮

定すると、レタス、玉ねぎ、穀類・芋類へのかんがい利用

で、必要な除去率は、それぞれ、99.999994%(LR;7.2)、

99.9998%(LR;5.6)、98.4%(LR;1.8)であった。 

必要な除去率と下水処理による除去率の比較から、

WSPの処理水は、加熱調理用の穀類・芋類には利用可能

であるが、ALの処理水は、適当でなかった。また、WSP

とAL処理水は、生食用のレタスや玉ねぎのかんがいに使

うのは適当でなく、水処理方法の改善や消毒設備の付加が

必要であると考えられた。 

 
4. まとめ 

本報で得られた知見を以下にまとめる。 

1) 下水処理場のNoVの実態を調査したところ、WSPの処

理場のNoV除去率は、ALの処理場の除去率より高かっ

た。 

2) NoVのDBは3.6×10-3年・件-1であり、健康影響目標値

10-6人-1年-1は、耐容感染確率5.1×10-4人-1年-1に換算され

た。 

3) 農作物の喫食者を想定したシナリオについて、健康影

響目標値を10-6人-1年-1（耐容感染確率5.1×10-4人-1年-1）

とした場合、流入水のNoV濃度を1.6×107コピー/Lと仮

定すると、生食用のレタス、玉ねぎ、加熱調理用の穀

類・芋類へのかんがい利用で、必要な除去率は、それ

ぞ れ 、 99.999994%(LR;7.2) 、 99.9998%(LR;5.6) 、

98.4%(LR;1.8)であった。WSPの処理水は、穀類・芋類

にはかんがい用水として利用可能であったが、ALの処

理水は、適当ではなかった。また、WSPとAL処理水は、

レタスや玉ねぎに使うのは適当ではなかった。 
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Abstract ：In order to show the safe use of treated wastewater for crop irrigation, the norovirus removal 

ratios by waste stabilization ponds and aerated lagoons were measured, and, treatment methods 

applicable to crop irrigation were evaluated by using a quantitative microbial risk assessment 

technique. As a result, waste stabilization ponds and aerated lagoons satisfied 10−6 DALY person−1 year−1 

by consumption of irrigated grain and potatoes. On the other hand, waste stabilization ponds and aerated 

lagoons did not satisfy 10−6 DALY person−1 year−1 by consumption of irrigated grain and potatoes. Waste 

stabilization ponds and aerated lagoons did not satisfy 10−6 DALY person−1 year−1 by consumption of irrigated 

lettuce and onions.  
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